　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
掲載例３

妊娠・出産・産休・育休などを理由とする不利益取扱いは、
法律で禁止されています。

妊娠・出産・育休などを理由とする、解雇・雇い止め・降格などの不利益な取扱い
（いわゆる「マタニティハラスメント」、「マタハラ」）を行うことは、法律で禁じら
れています。男女雇用機会均等法と育児・介護休業法では、以下のような 「事由」を
理由として「不利益取扱い」を行うことは 違法 となります
　以下のような事由を理由として
不利益取り扱いを行うことは違法です



妊娠中・産後の女性労働者の・・・ 
妊娠、出産 /妊婦健診などの母性健康管理
措置 /産前・産後休業 /軽易な業務への転換 /つわり、切迫流産などで仕事ができない、労働能率が低下した /育児時間 /時間外労働、休日労働、深夜業をしない 
子どもを持つ労働者の・・・ 
育児休業 /短時間勤務/子の看護休暇 /時間外労働、深夜業をしない 
不利益取扱いの例 
解雇 /雇止め /　契約更新回数の引き下げ /退職や正社員を非正規社員とするような契約内容変更の強要 /降格 /減給 /賞与等における不利益な算定 /不利益な配置変更 /不利益な自宅待機命令 /昇進・昇格の人事考課で不利益な評価を行う /仕事をさせない、もっぱら雑務を
させるなど就業環境を害する行為をする










　

　 職場のセクシュアルハラスメント対策、男女雇用機会均等法に関するお問い合わせは、
沖縄労働局雇用均等室　へ
TEL　０９８－８６８－４３８０　
〒900-0006　那覇市おもろまち２丁目1番1号　那覇第２地方合同庁舎１号館３階
職場のセクシュアルハラスメント対策、男女雇用機会均等法に関するお問い合わせは、
沖縄労働局雇用均等室　へ
TEL　０９８－８６８－４３８０　
〒900-0006　那覇市おもろまち２丁目1番1号　那覇第２地方合同庁舎１号館３階

お問い合わせは　沖縄労働局雇用均等室　　TEL　０９８－８６８－４３８０
〒900-0006　那覇市おもろまち２丁目1番1号　那覇第２地方合同庁舎１号館３階
　■　詳しくは厚生労働省ホームページへ ■
◎雇用における男女の均等な機会と待遇の確保のために 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou roudou/koyoukintou/danjokintou/index.html 
◎育児・介護休業法・次世代育成支援対策推進法について 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba kosodate/jigyou ryouritsu/ryouritu.html
●　男女雇用機会均等法や育児・介護休業法の違反の要件となっている「理由として」とは妊娠・出産、育児休業等の事由と不利益取扱いとの間に「因果関係」があることを指します。 
●　妊娠・出産、育児休業等の事由を「契機として」（※）不利益取扱いを行った場合は、原則として「理由として」いる（事由と不利益取扱いとの間に因果関係がある）と解され、法違反となります。
※ 原則として、妊娠・出産、育休等の事由の終了から１年以内に不利益取扱いがなされた場合は「契機として」いると判断します。 ただし、事由の終了から１年を超えている場合であっても、実施時期が事前に決まっている、又は、ある程度定期的になされる措置（人事異動、人事考課、雇止めなど）については、事由の終了後の最初のタイミングまでの間に不利益取扱いがなされた場合は「契機として」いると判断します。

